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国立大学法人東京医科歯科大学 （単位：千円）

予 算 金 額 決 算 金 額
差 額

（決算 － 予算）
備 考

 収　入

運営費交付金 19,620,757 19,479,695 △ 141,061 （注１）

施設整備費補助金 3,680,972 4,259,522 578,550 （注２）

補助金等収入 141,723 326,688 184,965 （注３）

33,000 33,000 -

自己収入 25,057,457 25,428,199 370,742

授業料及入学金検定料収入 1,676,962 1,653,805 △ 23,156 （注４）

附属病院収入 23,196,282 23,491,250 294,968 （注５）

雑収入 184,213 283,142 98,929 （注６）

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 3,039,805 3,930,590 890,785 （注７）

引当金取崩 - 65,848 65,848 （注８）

承継剰余金 - 18,000 18,000 （注９）

51,573,714 53,541,545 1,967,831

 支　出

業務費 36,580,821 35,139,595 △ 1,441,225

教育研究経費 11,967,894 9,720,091 △ 2,247,802 （注10）

診療経費 24,612,927 25,419,503 806,576 （注11）

一般管理費 2,218,415 1,715,226 △ 503,188 （注12）

施設整備費 3,713,972 3,713,972 -

補助金等 141,723 326,688 184,965 （注13）

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 2,789,823 3,550,151 760,328 （注14）

長期借入金償還金 5,462,359 5,462,359 -

50,907,113 49,907,993 △ 999,119

※千円未満切捨てにより表示しております。
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○予算金額と決算金額の差異について

（注８） 引当金取崩については、文部科学省からの通知により引当金を目的に従って使用した場合は引当金
取崩として計上することとされたため、決算金額65,848千円を計上しております。

（注12） 一般管理費については、移転費等の計上区分を変更したこと等により、予算金額に比して決算金額
が503,188千円少額となっております。

（注13） 　（注３）に示した理由により、予算金額に比して決算金額が184,965千円多額となっております。

（注14） （注７）に示した理由等により、予算金額に比して決算金額が760,328千円多額となっておりま
す。

（注４） 授業料、入学料及び検定料収入については、授業料等の積算員数に差異が生じたため、予算金額に
比して決算金額が23,156千円少額となっております。

（注７） 産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、予算段階では予定していなかった国等からの受
託研究並びに寄附金の獲得に努めたため、予算金額に比して決算金額が890,785千円多額となってお
ります。

（注５） 附属病院収入については、患者数の増加に努めたこと等により予算金額に比して決算金額が
294,968千円多額となっております。

（注６） 雑収入については、主として財産貸付料等の増収に努めたことにより、予算金額に比して決算金額
が98,929千円多額となっております。

（注９） 承継剰余金については、翌事業年度以降に支払い予定であった訴訟の示談が成立したため、決算金
額18,000千円を計上しております。

（注10） 教育研究経費については、退職手当の支給額が見込を下回ったこと、人件費の計上区分を変更した
こと等により、予算金額に比して決算金額が2,247,802千円少額となっております。

（注11） 診療経費については、人件費の計上区分の変更及び附属病院収入増に伴う医薬品費、医療材料費等
の増により、予算金額に比して決算金額が806,576千円多額となっております。

（注３）

（注１） 運営費交付金については、平成１８年度からの繰越額が見込を下回ったため、予算金額に比して決
算金額が141,061千円少額となっております。

補助金等収入については、予算段階では予定していなかった国等からの補助金の獲得に努めたた
め、予算金額に比して決算金額が184,965千円多額となっております。

（注２） 施設整備費補助金については、平成１９年度補正予算により耐震対策事業費が措置されたことによ
り、予算金額に比して決算金額が578,550千円多額となっております。


